
 1 

 

杉並区就労支援センター若者就労支援コーナー運営業務 

公募型プロポーザル実施要領 

 

１ 目的 

杉並区（以下「区」という。）では、意欲がありながらも就労に恵まれない若者等の就労を支

援するため、区の就労支援の中核を担う施設として、平成 24 年 12 月に「杉並区就労支援セン

ター（以下「センター」という。）」を設置し、キャリアカウンセラーによる就労準備相談、定

着相談及びハローワーク新宿による職業相談・職業紹介を一体的に実施しています。 

センター内の「若者就労支援コーナー」では、若者等の就労を支援するため、具体的な就労

へ向け、個々の状況に応じステップアップを図るために、伴走型のきめ細かな就労準備相談・

心としごとの相談や就労支援セミナーなどを事業者への委託により、実施しているところです。 

  この度、令和４年度末をもって、「若者就労支援コーナー」の運営業務を受託している事業者

の委託可能期間が満了となるため、本実施要領に基づき、令和５年度の受託事業者を公募型プ

ロポーザル方式により選定することとします。 

 

２ 業務の概要 

（１） 業務名 

杉並区就労支援センター若者就労支援コーナー運営業務 

（２） 業務内容 

① 受付業務（ハローワークコーナーの受付を含む） 

② 就労準備相談（就労定着支援相談含む）及び職業紹介業務 

③ 心としごとの相談業務 

④ 就労意識啓発業務（各種就労支援セミナー） 

⑤ 企業開拓業務 

⑥ センターの周知・利用促進、広報・ＰＲ 

⑦ 維持管理業務 

 ※ 業務の詳細は、別紙１「業務説明書」のとおりです。 

（３） 実施拠点及び時間 

① 実施拠点 

   杉並区就労支援センター若者就労支援コーナー 

ウェルファーム杉並複合施設棟１階 

杉並区天沼３丁目 19番 16号 

    ② 開館時間及び業務実施時間 

月曜日から金曜日（平日）、第１・３土曜日の午前９時から午後５時まで 

水曜日のみ午前９時～午後８時まで 

土（第１・３を除く）・日・祝日及び年末年始（12月 29日～１月３日）は休業 

（４） 利用対象者 

① 就労支援を希望する若者（概ね 15歳から 34歳以下） 
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② その他就労支援を希望する者（35歳以上） 

（５） 委託期間 

令和５年４月１日から令和６年３月 31日まで 

※契約期間は１年間としますが、履行評価等により業務が適切に行われていると区が

判断する場合は、契約期間を最大４回まで更新できることとします。 

（６） 事業規模（年額・概算額） 

45,936千円（消費税及び地方消費税を除く） 

※杉並区就労支援センターの事業内容については別紙１「業務説明書」の資料８「杉 

並区就労支援センターの概要」を参考にしてください。 

 

３ 参加資格 

応募者は、次の参加資格を満たす法人とします。 

（１） 応募時点において、提案業務又は類似する業務について、引き続き 2 年以上の運営実

績があること。  

（２） 地方自治法施行令（昭和 22年政令 16号）第 167条の 4の規定に該当していないこと。 

（３） 杉並区競争入札参加有資格者指名停止に関する要綱(平成 22年 3月 23日杉並第 65476

号)に定める指名停止要件に該当していないこと。 

（４） 杉並区契約における暴力団等排除措置要綱(平成 23 年 1 月 17 日杉並第 53890 号)に定

める除外措置要件に該当していないこと。 

（５） 会社更生法(平成 14年法律第 154号)に基づく更生手続き開始の申立て又は民事再生法

(平成 11年法律第 225号)に基づく再生手続き開始の申立てがなされていないこと。 

（６） 法人税、法人事業税及び地方法人特別税、消費税及び地方消費税を完納していること。 

個人の場合は、所得税、消費税及び地方消費税を完納していること。 

（７） 無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律（平成 11年法律 147号）第５条

及び第８条に規定する処分を受けている団体又はその構成員の統制下にある団体ではな

いこと。 

（８） 労働関係法令（労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する

法律、職業安定法、雇用保険法、障害者の雇用の促進等に関する法律、高年齢者等の雇

用の安定等に関する法律等）に違反していないこと。ただし、新型コロナウイルス感染

症等の影響により労働保険料等の特例猶予を受けている場合はその旨を証する書類（「納

付の猶予（特例）許可通知書」など）を提出すること。 

また、労働保険・厚生年金保険・全国健康保険協会管掌健康保険又は船員保険の未適

用及びこれらに係る保険料の未納がないこと。 
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４ 実施手順 

公募から受託者候補者選定までの実施手順(概要)は、以下のとおりです。 

内容 期間等 

実施要領の公表 

令和４年 10月 20日（木） 

※杉並区公式ホームページからダウンロードできます。 

なお、窓口では実施要領の配布はしません。 

（http://www.city.suginami.tokyo.jp/nyusatsu/proposal/index.html） 

 

質問受付期間 
令和４年 10月 20日（木）～ 

令和４年 10月 26日（水）午後５時まで 

質問回答日 令和４年 11月１日（火）まで 

企画提案書等提出 令和４年 11月 10日（木）午後５時まで 

第一次審査 

(書類審査) 

令和４年 11月下旬～12月上旬 

※第二次審査の対象とする参加事業者(３事業者程度）を選定します。 

※審査結果は、選定後速やかに通知します。 

第二次審査 

(プレゼンテーション・ 

ヒアリング審査) 

令和４年 12月中旬 

受託者候補者選定

結果の通知 

令和４年 12月中旬～下旬 

※第二次審査参加者全員に結果を通知します。 

 

５ 実施要領の内容についての質問の受付及び回答 

（１） 受付方法 

質問書（様式１）に質問内容を記載の上、Ｅ-mailにより提出してください。件名は【杉

並区就労支援センター若者就労支援コーナー運営業務のプロポーザル質問書】としてくだ

さい。これと異なる件名による提出は受け付けないことがあり、そのことによる不利益に

ついて、区は一切責任を負いません。 

（２） 受付先 

「10 担当課(問い合わせ先)」に同じ 

（３） 受付期限 

令和４年 10月 26 日（水）午後５時まで 

（４） 回答方法 

質問に対する回答は、令和４年 11月１日（火）以降に、杉並区公式ホームページ上で公

開します。なお、質問内容が不明瞭なもの、意見の表明と解されるもの等については回答

しないことがあります。 

http://www.city.suginami.tokyo.jp/nyusatsu/proposal/index.html
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（http://www.city.suginami.tokyo.jp/nyusatsu/proposal/index.html） 

 

６ 企画提案書等の提出 

（１） 提出書類・提出部数 

提出書類・提出部数は、別紙２「提出書類一覧」のとおりです。 

（２） 提出方法 

提出は持参を原則とします。郵送による提出も可能ですが、遅延を含む事故について、 

区は責任を負いません。なお、電子メールによる提出は受け付けません。 

（３） 提出先 

「10 担当課(問い合わせ先)」に同じ 

（４） 提出期限 

令和４年 11月 10 日（木） 午後５時必着 

 

７ 受託者候補者の選定手順 

杉並区就労支援センター若者就労支援コーナー運営業務受託者候補者選定委員会(以下「選定

委員会」という。)において、企画提案書等提出された書類及びプレゼンテーション・ヒアリン

グの内容を審査し、本業務に最も適していると認められる事業者を選定します。 

ただし、委員会で審査した結果、一定の点数に満たない参加事業者については、契約の相手

方の候補者とはしないものとします。 

（１） 主な評価基準 

評価項目 主な評価内容 

① 法人の適格性 ・経営状況 

・提案業務または類似業務の運営実績 

② 企画提案内容の妥当性 ・若者等の就労支援に対する理解と取組姿勢 

・若者等の就労支援に対する方法と実施内容 

・若者等の就労支援の実施体制 

・危機管理及び個人情報保護に対する方法と対策内容 

・経費の見積り内容 

③ 総合評価 ・第一次及び第二次審査全体を通した総合評価 

 

（２） 審査方法 

① 第一次審査（書類審査） 

提出された企画提案書等に対し、選定委員会で第一次審査を実施し、第一次審査通過

者（第一次審査配点合計の６割以上を得た事業者のうち上位３事業者程度）を選定しま

す。 

② 第一次審査の結果は、令和４年 12月上旬に通知します。 

③ 第二次審査（プレゼンテーション・ヒアリング審査） 

第一次審査通過者に対し、選定委員会が第二次審査を実施し、契約を締結する受託者

候補者（第一次、第二次審査の配点総合計の６割以上を得た最上位の事業者）を選定

http://www.city.suginami.tokyo.jp/nyusatsu/proposal/index.html
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します。 

※第二次審査では、業務の統括責任者（選任予定者）等の出席をお願いする予定です。 

（３） 受託者候補者選定結果通知 

令和４年 12月中旬～下旬に通知します。 

※非選定の通知を受けた参加事業者は、非選定理由についての説明を求めることができ

ます。ただし、選定委員ごとの個別の採点、状況並びに評価基準設定方針に係る委員

会審議状況他、公正な選定業務を阻害する恐れのある事項については、全て非公開と

します。 

 

８ 参加事業者の失格 

次のいずれかに該当する場合は、失格とします。 

（１） 提出書類に虚偽の記載があった場合。 

（２） 参加資格を満たさなくなった場合。 

（３） 審査の公正性・公平性を害する行為があった場合。 

参加事業者（参加予定者の関係者を含む）は、選定委員会の設置から選定結果の通知

が来るまでの間、選定委員会及び当該プロポーザル選定に関係する区職員（以下「選定

委員」という。）と接触することはできません。接触が認められた場合は、失格となりま

す。 

この場合の接触とは、当該プロポーザル選定に関し利害関係のある者が、金銭・物品

を贈与すること、接待すること等、目的が自己を有利にする又は他者を不利にする審査

の公平性・公正性を害する行為のことをいい、以下のような場合は含まれません。 

・実施要領に基づき区が実施する説明会・現地見学会等への参加 

・実施要領に基づく区への質問及び書類の提出等 

・現に区と契約等を締結している委託業務及び指定管理業務等の履行に必要な行為 

・自らが構成員の一員となる団体（区との契約の相手方である等の利害関係がないもの

に限る。）と区が行う事業推進に関する意見交換会等の出席（当該団体が参加関係者で

ある事業者等の利益のためにする行為を行う場合を除く。） 

・区が主催する審議会、意見交換会等への出席 

（４） 企画提案書等が提出期限を過ぎて提出された場合。 

（５） 前各号に定めるもののほか、提案にあたり著しく信義に反する行為があったと認めら

れる場合。 

 

９ その他留意事項 

（１） 本件に参加する費用は、全て参加事業者の負担とします。 

（２）  提出書類は、日本語を用いるものとし、やむを得ず外国語で記載するものについては、

その日本語の訳文を付記又は添付してください。また、通貨は日本円とします。 

（３） 書類提出後の企画提案書等の修正又は変更は一切認めません。ただし、選定委員会が

必要と認めた場合は、この限りではありません。 

（４） 提出された企画提案書については返却しません（失格の場合を含む）。 
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（５） 企画提案について情報公開請求があった場合は、杉並区情報公開条例に基づき、提出

書類等を公開することがあります。また、区は提出された文書等について、必要に応じ

て無償で使用できるものとします。 

（６） 契約の締結に当たっては、区指定の標準契約書を使用します。 

（７） 契約の締結に関しては、選定された受託者候補者と区とが協議し、委託業務に係る仕

様を確定させた上で契約を締結します。また、仕様書の内容は、提案された内容が基本

となりますが、受託者候補者と区との協議により最終的に決定します。 

（８） 本件は、令和５年度予算案が区議会にて成立した場合に契約を締結します。 

（９） 応募書類提出後に辞退する場合は、「参加辞退届」(様式５)を提出して下さい。 

（10） 受託者候補者が失格要件に該当することが判明した場合、契約締結交渉が不調となっ

た場合、または辞退した場合、次順位の参加事業者と契約交渉をします。 

 

10 担当課（問い合わせ先） 

担 当：杉並区産業振興センター就労・経営支援係  担当 石野、櫻井 

所在地：杉並区上荻 1－２－１ Daiwa荻窪タワー２階 

 電 話：03－5347－9077  

F A X ：03－3392－7052  Ｅ-mail：chusho-k@city.suginami.lg.jp 
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業務説明書 

 

 

１ 件名 

杉並区就労支援センター若者就労支援コーナー運営業務 

 

２ 施設概要 

（１）名称 

杉並区就労支援センター（以下「センター」という。） 

センター内には以下の３コーナーを設置 

・若者就労支援コーナー（コーナーの愛称は「すぎＪＯＢ」） 

・ハローワークコーナー 

・ジョブトレーニングコーナー（コーナーの愛称は「すぎトレ」） 

（２）場所 

    ウェルファーム杉並複合施設棟１階  杉並区天沼３－19－16 

施設名称 

若者就労支援コーナー 

若者就労支援コーナー 個別相談室（２室） 

若者就労支援コーナー 事務室 

若者就労支援コーナー セミナー室 

ミーティング室 

併設施設 

ハローワークコーナー 

ハローワーク控室 

ジョブトレーニングコーナー（事務室含む） 

ジョブトレーニングコーナー ワークルーム 

    資料１「図面」のとおり。 

（３）開館（業務）時間 

センターは、月曜日から金曜日（平日）の午前９時から午後５時まで。ただし、若者就労

支援コーナーは、第１・３土曜日の午前９時から午後５時までの時間帯も開館時間及び業務

時間とする。また、若者就労支援コーナーで実施する就労準備相談及び職業紹介業務（就労

定着支援相談含む）は、水曜日に限り午後８時まで延長する。 

センターは、土・日・祝日、及び年末年始（12月 29日～１月３日）は休館・休業とする。

ただし、若者就労支援コーナーのみ第１・３土曜日は開館する。 

（４）利用対象者 

  ① 若者就労支援コーナー 

就労支援を希望する若者（概ね 15歳から 34歳まで） 

その他就労支援を希望する者（35歳以上） 

別紙１ 
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  ② ハローワークコーナー 

     求人情報の提供、職業相談・職業紹介を希望する者（全年齢が対象） 

  ③ ジョブトレーニングコーナー 

     原則 15歳から 49歳までで以下に該当する者及びそのご家族 

・若者就労支援コーナーで就労準備相談を利用しているが具体的な就職活動に至らな

い者 

・就労準備訓練等の支援事業に参加を希望する者 

 

３ 実施体制 

（１）人員配置 

・業務の円滑な遂行のために、原則として以下の人員を適宜配置すること。 

▲統括責任者       １名（週５日） 

▲受付員（インテーカー） 副統括責任者１名含む 

▲相談員         副統括責任者１名含む 

▲心としごとの相談員    

▲セミナー企画担当員    

▲企業開拓員        

▲事務担当員        

・人員は全て就労支援、特に若年者への支援に対する高い意欲、熱意と経験を持つ者とする

こと。 

① 統括責任者 

・本受託業務全体を管理・統括すること。 

・資料２に定めるキャリアカウンセラーであって、就労支援について豊富な知識と経験を

有し、キャリアカウンセリングの実務経験年数を３年以上有する者とすること。 

② 副統括責任者 

  ・受付業務及び就労準備相談業務ごとに副統括責任者を置き、各業務の責任者とする。受

付業務の副統括責任者は就労支援に関する実務経験が３年以上の者とすること。また、

就労準備相談業務の副統括責任者は、資料２に定めるキャリアカウンセラーであって、

キャリアカウンセリングの実務経験年数を３年以上有する者とすること。 

③ 受付員（インテーカー） 

・就労支援に関する実務経験が１年以上の者とすること。 

④ 相談員 

・資料２に定めるキャリアカウンセラーであって、キャリアカウンセリングの実務経験を

３年以上有する者とすること。 

⑤ 心としごとの相談員 

・臨床心理士、公認心理師、精神保健福祉士、社会福祉士、シニア産業カウンセラーのい

ずれかの資格を有するもので、就労支援に関するカウンセリングの実務経験年数を 3 年

以上有するものとすること。 
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⑥ セミナー企画担当員 

   ・就労支援に関する実務経験が１年以上の者とすること。 

⑦ 企業開拓員 

   ・杉並区の近郊自治体等での就労支援に係る業務の実務経験年数を２年以上有する者とす 

ること。 

⑧ 事務担当員 

・若年者等への就労支援に対する高い意欲、熱意と経験を持つ者とすること。 

（２）組織体制について 

・職務上の指示及び命令系統を明確にし、組織的に若者就労支援コーナーの運営を行うこと。 

・統括責任者が不在の場合は、あらかじめ職務代理者を指名すること。 

（３）受託事業者の支援体制について 

・受託事業者は、本業務に従事する者に対して、指導・助言及び研修体制を整備し、円滑に

業務が行えるよう十分な支援体制をとること。 

（４）接客サービスについて 

   ・区の業務に携わっていることを十分に自覚し、利用者の視点に立ち、親しみや温かみのあ 

る接客を行うこと。 

  ・従事者は業務にふさわしい服装とし、名札は見やすい位置に付けること。 

 

４ 実施業務内容 

（１）受付業務（ハローワークコーナーの受付を含む） 

① 来所者の受付 

・若者就労支援コーナーの利用方法・案内や、就労支援に関する簡単な問合せ対応等、総

合的な案内を行うこと。 

・ハローワークコーナー利用希望者には、ハローワークコーナーを案内（ハローワークコー

ナーにおける求人情報閲覧端末利用希望者への順番カードの交付、利用端末指定、職業

相談窓口順番カードの交付、新規登録の案内等）し、ハローワーク職員に引き継ぐこと。

なお、第１・第３土曜日は、ハローワークコーナーの利用ができないため、その旨の周

知を図り円滑な業務運営に努めること。 

・インターネットコーナー、応募書類作成コーナー、就職情報コーナー、区内企業ＰＲコー

ナーの利用希望者には、利用・閲覧方法等を説明し、適切な利用を促すこと。また、ハ

ローワークコーナーが利用できない第１・第３土曜日は、ハローワーク求人情報のオン

ライン利用ができるインターネットコーナーを案内すること。 

・各コーナーや１階共用部分の利用状況を随時確認し、不適切な利用がある場合は適切

な措置を講じること。なお、必要に応じ施設管理者等と協議すること。 

・若者就労支援コーナー利用希望者には、利用方法・個人情報の取扱い等を説明した上で、

就労に関する状況について簡単なヒアリングを行い、利用登録申込書の記入を求める。

利用登録が完了した際には、若者就労支援コーナー利用カード（以下「利用カード」と

いう。）を発行する。既登録者が再来した場合は、利用カードの提示を求める。 

・利用登録申込書の内容は、区が設置するＰＣに利用者登録として入力すること。 
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 ・同フロアに、ジョブトレーニングコーナー、生活自立支援窓口、杉並区子ども・子育て 

プラザ天沼が併設されているため、若者就労支援コーナー利用でない来所者があった場 

合は来所目的を聞き取り適切に案内すること。 

② 電話対応 

・若者就労支援コーナーへの電話での問い合わせに対応し、利用方法等適切な案内を行う

こと。 

・ハローワークコーナーに関する問い合わせは、簡易なものは対応し、転送によりハロー

ワーク職員に引き継ぐこと。 

 ・就労準備相談、心としごとの相談、親と子の就労相談及び各種セミナー等の利用希望者 

の予約受付に対応すること。 

③ メール対応 

・インターネットメールでの問い合わせに対応し、利用方法等適切な案内、返信を行うこ 

と。 

（２）就労準備相談（就労定着支援相談含む）及び職業紹介業務（以下「就労準備相談等」とい

う。） 

① 受付方法 

・原則として電話受付又は若者就労支援コーナーでの受付による予約制とすること。ただ

し、予約なしで直接若者就労支援コーナーに来所した相談希望者に対しては、相談予約

の空き状況により可能な限り対応すること。 

② 実施場所、規模、方法 

・就労準備相談等を実施する場所は、原則として個別相談室とし、相談員による面談形式

により行うこと。なお、相談者が希望する場合は電話相談またはオンライン会議サービ

スを利用した相談も可とする（４-（13）参照）。 

・予約制による相談等の時間割は、１日当たり原則、１時間×５コマ×２ブース＝延べ 10

コマとすること。ただし、水曜日は、１時間×７コマ×２ブース＝14 コマとすること。

第２・第４月曜日は、１ブース分を心としごとの相談に割り当て、１時間×５コマ×１

ブース＝延べ５コマを心としごとの相談とすること。なお、心としごとの相談日が祝日

の場合は、同じ月内の月曜日に振り替えること。 

・原則として同じ相談員が継続して就労準備相談等に当たる担当制とすること。ただし、

相談の内容によっては、複数の相談員が相談内容を共有し、相談者の個々の状況に応じ

た適切な対応をとること。 

・相談の内容や相談者の個々の状況に応じて、関係機関への同行や訪問相談を行うこと。 

③ 就労準備相談等の実施内容 

・就労へ向けた動機付けから具体的な就職活動まで、ステップアップの基本プログラムを

作成すること。 

・生活保護受給者を含む長期失業者や、既卒未就労者、精神障害者・発達障害者（グレー

ゾーンを含む）などの就労阻害要因を有する者など、より厳しい状況にある者への対応

も想定したプログラムとすること。こうした就労阻害要因を抱える相談者を対象に、就

労準備相談等を実施すること。 
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・相談員は、基本プログラムに基づきながら、相談者の学歴、経歴、資格、技能、適性・

生活状況を十分把握した上で、個々の状況に応じたステップアッププログラムを作成し、

これに基づいたきめ細かなカウンセリングを行い、ハローワークを含めた様々な職業紹

介窓口を利用できるようになることをはじめ、相談者が求職活動の力を十分につけられ

るようになることを目指すこと。 

・何らかの就労阻害要因を抱える相談者が職業紹介を希望する場合は、就職に向けて求人

事業者との調整を含め、就職のあっせんを行うこと。その際、相談員は、区の求人情報

サイト「就職応援ナビすぎなみ」（以下「就職応援ナビすぎなみ」という。）に掲載の情

報を相談者に積極的に情報提供し、区内での就職に結びつけるよう努めること。また、

ハローワーク求人を活用して職業紹介を行う場合は、ハローワークのオンライン求人情

報を利用することができる。なお、ハローワーク求人を活用する際は、必要に応じてハ

ローワークの紹介状発行などの業務連携を図ること。 

・十分に求職活動の力を得た相談者に対してハローワークコーナーへ案内する際は、原則

として相談者から同意書を取り、必要に応じ、ハローワーク職員も参加した面談の実施

や、ハローワーク職員への支援経過の引継ぎ・ケース会議を行い、円滑に職業紹介を受

けられるよう努めること。また、相談者が他の職業紹介窓口の利用を希望する場合も、

利用方法等適切なアドバイスを行うこと。 

・必要があると認められる場合、心としごとの相談を受けることを勧奨し、心としごとの

相談員に引き継ぐこと。この場合、心としごとの相談員と十分な連携を行いながら対応

を検討すること。 

・必要があると認められる場合、区の関係機関や他の就労支援機関を紹介し、利用方法等

適切なアドバイスを行い、相談者が円滑に当該機関を利用できるように努めること。区

の関係機関への紹介については、区と情報共有・連携を図りながら行うこと。 

・就労決定後も、相談者の就労先や就労後の仕事内容の把握を行い、引き続き面談又は電

話連絡等により３か月後、６か月後の状況確認を行い、概ね１年間の定着支援に努める

こと。 

・何らかの理由により、３か月間利用が無い相談者には追跡調査を行い、その後の就労状

況等の確認や必要に応じて来所を促すこと。 

・区の関係機関や他の就労支援機関を紹介した場合においても、必要に応じて面談又は電

話連絡等による状況確認を行い、相談者への継続的な就労支援に努めること。 

・親と子の就労相談は、適宜相談を受け入れること。就労準備相談に繋げることを原則と

し、必要な場合は区の関係機関や他の就労支援機関等を紹介すること。 

・就労準備相談等の状況は、区が設置するＰＣに相談記録として入力すること。 

  ④ 職業紹介業務に関する許可及び報告 

・職業紹介事業を実施するに当たっては、厚生労働大臣の許可を受けてこれに当たること。

また、求職管理簿及び求人管理簿等の必要書類を作成し、厚生労働大臣に対して活動状

況等の報告を指定の期日までに行うこと。 

・ハローワークのオンライン求人情報を利用するに当たっては、区を通じて厚生労働省職

業安定局に対して採用決定状況の報告を指定の期日までに行うこと。 
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（３）心としごとの相談業務 

① 受付方法 

・原則として電話受付、若者就労支援コーナーでの受付又は就労準備相談の相談員からの

引継ぎによる予約制とすること。 

・ただし、予約なしで直接若者就労支援コーナーに来所した相談希望者に対しては、相談

予約の空き状況により可能な限り対応すること。 

② 実施場所、規模、方法 

・相談を実施する場所は、原則として個別相談室とし、心としごとの相談員による面談形

式により行うこと。なお、相談者が希望する場合はオンライン会議サービスを利用した

相談も可とする（４-（13）参照）。 

・毎月第２・第４月曜日、１時間×５コマ×１ブース＝延べ５コマを心としごとの相談と

すること。なお、相談日が祝日の場合は、同じ月内の月曜日に振り替えること。 

・原則として一人の心としごとの相談員が継続して相談に当たる担当制とすること。 

・月１回、心としごとの相談員は、就労準備相談員とのケースの共有を図り相談者に対し

てきめ細かな支援が行えるよう助言をすること。また、必要に応じて個別相談も行うこ

と。 

・相談回数は概ね５回を限度に実施し、就労準備相談等へ繋げること。 

③ 心としごとの相談実施内容 

・相談者の状況について相談員と十分に連携しながら相談を行い、不安・悩みを取り除き、

就労への動機付けを目指すこと。 

・必要があると認められる場合、医療機関等を紹介し、利用方法等適切なアドバイスを行

い、相談者が円滑に当該機関を利用できるように努めること。 

・相談者の就労への動機付けが果たされたと認められた場合、就労準備相談等の相談員に

引き継ぐこと。 

・心としごとの相談の状況は、原則、区が設置するＰＣに相談記録として入力すること。 

（４）就労意識啓発業務 

   就労意識啓発業務は、若者や女性、高齢者や就労困難者などを含め様々なステップにある

者に対応した内容となるよう創意工夫して年間 120回以上実施すること。 

① 実施内容 

・意欲喚起や就職活動を行うためのノウハウの体得、コミュニケーション・面接・パソコ 

ンなどのスキルアップ、職業意識の啓発、定着支援フォローなどのセミナー等を実施す 

ること。なお、実施日・内容・実施方法等については区と協議して決定すること。 

② 会場確保 

・会場は、原則セミナー室とするが、セミナー室に収容できない場合は、施設内の会議室

を使用する。その際、セミナー室以外の会場の確保は、実施日の調整をした上で区が行

うこととする。なお、オンライン会議サービス、動画配信サービス等を活用したセミナー

の実施も可とする（４-（13）参照）。 

③ セミナー等の内容及び名称 

・セミナー等の内容は、求職者を取り巻く環境・状況に合わせたものとし、区と受託事業
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者が協議し、体系的な事業計画に基づき実施すること。また、セミナー等の名称につい

ては、周知効果を高めるネーミングとすること。 

④ チラシ等の作成 

・セミナー等の開催に当たり、ＰＲ用チラシ等を作成し、参加の周知に努めること。また、

広報すぎなみ等で周知する場合は、決められた期日までに原稿を作成し、区に提出する

こと。 

（５）企業開拓業務 

企業開拓業務は、杉並区内に本社または営業所等を有する事業者（以下「区内事業者」と

いう。）の求人情報や魅力、特色などの情報を収集し、それを求職者に提供することで区内の

就職に結び付けることを目的とする。 

① 訪問による企業開拓 

・企業開拓員は、区内事業者へ訪問し、情報交換を行い、就職応援ナビすぎなみに掲載す

る求人情報や魅力、特色などの情報の収集とセンター事業の周知及び協力依頼など、対

外的な区内事業者との交渉、折衝を行うものとする。 

・企業開拓を行う際は、センターパンフレット及び区の承諾を得た企業開拓用のチラシ等

を使用し、区内事業者に本事業の内容を十分に説明し、理解を得るように努めること。 

・求人情報の収集に当たっては、区内事業者の具体的なニーズや求める対象者の条件、仕

事の内容や労働環境、事業者の魅力・特色等について聴き取りを行うとともに、社屋や

就業現場などの写真も撮影し、情報提供する際に活用すること。なお、収集した情報は、

相談員と共有できるよう整理しておくこと。 

・求人情報の内容の聞き取りの際、労働関係法令の違反や労働条件が著しく不適当でない

か審査し、問題がある場合は事業者に対して改善に向けての助言等を行うこと。 

・審査が終了した求人情報は、速やかに就職応援ナビすぎなみに掲載すること。 

② Web・来所による求人情報掲載申込受付 

・企業開拓員は、区内事業者から Web 又は来所により求人情報掲載の申込みがあった場

合、求人情報の内容を審査し、求人事業者に対するコンサルティングと求人情報掲載申

込の受理手続きを行う。 

・受理した求人情報の内容については、不備または労働関係法令に違反していないかなど

審査し、その結果について求人事業者に連絡する。 

・求人情報の内容が法令に違反している場合や労働条件が著しく不適当であると認められ

る場合等、そのままでは受理できないものについては求人事業者に対して改善に向けて

の助言を行う。改善しない場合は、求人情報の受理を拒否するものとする。 

・求人情報を受理した際は、必要があれば訪問し、求人事業者に改めて本事業の説明を行

い、区内事業者の具体的なニーズや求める対象者の条件、仕事の内容や労働環境、事業

者の魅力・特色等について聴き取りを行うとともに、社屋や就業現場などの写真も撮影

し、情報提供する際に活用すること。なお、収集した情報は、相談員等と共有できるよ

う整理しておくこと。 

・内容の審査が終了した求人情報は、速やかに就職応援ナビすぎなみに掲載すること。 
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③ 就職応援ナビすぎなみの更新 

・掲載した求人情報の応募状況の確認や更新作業を随時行うこと。 

④ 求人情報開拓目標件数 

・就職応援ナビすぎなみに掲載する求人情報開拓の目標件数は、別途定める。 

⑤ 若者就労支援コーナー内での求人情報の掲示 

・就職応援ナビすぎなみに掲載された求人情報を若者就労支援コーナー内に掲示または閲

覧できるようにすること。 

⑥ 求人ボードへの掲示 

・求人事業者に事業者ＰＲチラシの作成を依頼し、その事業者ＰＲチラシと就職応援ナビ

すぎなみの求人情報とあわせて求人ボードに随時掲示すること。 

⑦ 事業者情報の共有と活用 

・企業開拓等で得られた事業者情報は、相談員と共有し、就労準備相談等で相談者に情報

提供できるようにすること。 

⑧ 職業紹介業務との連携 

・企業開拓員は、相談員が実施する職業紹介業務が円滑に遂行できるよう助言・協力する

こと。 

⑨ 区内事業者への事業協力依頼及び事業運営 

・企業開拓員は、各種就労支援セミナー等において、区内事業者の協力が必要な場合、事

業の趣旨を説明の上、協力の交渉・依頼を行うこと。各種事業を実施する際は、区内事

業者との窓口になり円滑な事業運営に当たること。 

⑩ 区内事業者のＰＲ 

 ・企業開拓員は、区内事業者の特徴や魅力を求職者に発信するため、企業ＰＲコーナー等

を活用してＰＲを行うこと。 

⑪ すぎ JOB サポーターの普及 

・企業開拓員は、区と区内事業者の窓口となり、区内事業者にすぎ JOB サポーターの制度

を説明し、すぎ JOB サポーターの普及に努めること。 

（６）ジョブトレーニングコーナーとの連携 

・ジョブトレーニングコーナーで行っている就労準備訓練及び社会適応力訓練支援事業（以 

下「就労準備訓練等支援事業」という。）は、就労準備相談を利用しているが対人不安・ 

社会不安・経験不足などが顕著に表れていることから具体的な就職活動に至らない相談者

等を対象とし、具体的な訓練を通して働くことの土台づくりや働く自信をつけて就職活動

できるよう支援する事業である。 

  ・相談員は、就労準備相談等を進める中で、上記の対象となる相談者には、就労準備訓練等 

支援事業の趣旨を説明し、相談者が希望した場合は、区職員・受託事業者・就労準備訓練 

等支援事業受託事業者との３者により、就労準備訓練等支援会議において協議の上、引き 

継ぎの決定及び情報共有を図ること。なお、相談者を引き継ぐ場合は、個人情報も引き継 

ぐことになるので、相談者本人から個人情報の取扱いに関する同意書を取得すること。 

  ・就労準備訓練等支援事業の利用者が、新たに就労準備相談等の支援を受ける場合も上記と 

同様の手続きを踏むこと。 
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・相談者が就労準備訓練等支援事業を利用している間においても相談者が希望した場合は継 

続した就労支援に努めること。 

・就労準備訓練等支援事業の概要は、資料３ジョブトレーニングコーナー事業案内のとおり

とする。 

（７）センターの周知・利用促進、広報・ＰＲ 

・ＳＮＳを活用し、積極的にセンターやイベントの情報発信することで利用促進を図ること。

作業内容等の詳細については、別途定める。 

・区が作成する広報媒体（区広報、施設パンフレット、施設ホームページ）を活用し、常に

周知・利用促進を図ること。 

・区が作成する広報媒体以外に、受託事業者の媒体や、受託事業者が有する様々なネットワー

ク等により活用できる媒体は、区と協議の上、十分に活用し、周知・利用促進を図ること。 

・受託事業者が有する様々なネットワーク等を活用し、就労支援を必要とする者に広くＰＲ

を行いながら、若者就労支援コーナー利用の対象となる者には積極的に利用を勧めていく

ことにより、利用者の拡大を図ること。 

・区が行う就職面接会・講座・セミナー等就労支援事業の実施に当たり、センター利用者に

対する事業のＰＲや、受付業務や相談業務において必要と思われる利用者に対して周知に

努めること。 

・区が開設している施設ホームページについて、杉並区就労支援センターの利用促進のため

により有効と思われるコンテンツ案を区担当者に提供すること。 

（８）会議等の開催 

① ケース会議 

・相談者のうち、ハローワークコーナーの職業相談・職業紹介につなげる場合、必要に応

じ、相談者・区職員・受託事業者及びハローワークコーナー職員でケース会議を適宜開

催すること。 

② 連絡会議 

・センター運営を円滑に行うため、区職員、受託事業者及びハローワークコーナー職員に

より構成する連絡会議に出席すること（月１回程度開催）。 

③ 就労準備訓練等支援会議 

・若者就労支援コーナーの相談者を就労準備訓練等支援事業へ引き継ぐ場合又は就労準備 

訓練等支援事業の訓練生を若者就労支援コーナーへ引き継ぐ場合、区職員・受託事業者・ 

就労準備訓練等支援事業受託事業者との３者により、就労準備訓練等支援会議を開催し、 

引き継ぎの決定及び情報共有を図ること。（月１回程度開催） 

④ 自立支援調整会議 

・生活自立支援窓口の相談者を若者就労支援コーナー利用へ引き継ぐ場合、区職員・受託

事業者・生活自立支援窓口受託事業者などによる自立支援調整会議を必要な都度開催し、

引き継ぎの決定及び情報共有を図ること。（月１回程度開催） 

⑤ 杉並区就労支援委員会等への出席 

・受託事業者は、杉並区就労支援委員会等から出席の要請があった場合は、会議に出席す

ること。 
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（９）区関係部署及び国・都等の関係機関との連携と情報共有 

   就労準備相談等においては、個々の状況に応じた就労支援に努め、必要に応じ区の就労支

援に関連する部署等との連携と情報共有を積極的に行い、相談者を区等が行う事業に引き継

ぐことが最良と判断した場合は、当該事業を実施する担当部署と連絡を密にとり、引き継ぐ

こと。 

また、国・都等の就労関係機関に関する情報収集を積極的に行い、必要に応じ区と同様に

連携を図ること。 

（10）維持管理業務 

・若者就労支援コーナーとハローワークコーナーのスペース全体について、日常的な清掃を

行うとともに、常に美化、整理に努めること。 

・業務に要する主要な備品類は、区が無償で貸与する。（備品類は資料７のとおり） 

・区が貸与する備品を第三者に譲渡することはできない。 

・備品類を適切に管理するため、「物品取扱責任者」を設置すること。 

・備品類については管理台帳により管理すること。管理台帳は、区の求めがあった場合は提

出すること。 

・受託事業者の責によって、備品等が破損した場合、修繕等の費用は受託事業者の負担とす

る。 

・区が貸与するパソコンの管理については次のとおりとする。 

A 業務上必要となるソフトウエアの導入（ダウンロード）については、事前に区の

許可を得ること。 

B ログオン時のパスワード（英字＋数字で８桁以上）を認証設定すること。 

C 業務終了後、鍵のかかるキャビネット等に保管または鍵つきワイヤーで固定する

こと。 

・インターネットコーナー、応募書類作成コーナー、就職情報コーナー、区内企業ＰＲコー

ナー等の管理 

A 区が設置するインターネットコーナーのＰＣ及び応募書類作成コーナーのＰＣ、就職

情報コーナーの就労関連資料、区内企業ＰＲコーナーの展示物や設置資料について、

利用者が利用しやすいよう、適切な管理を行うこと。 

B  インターネットＰＣ及び応募書類作成ＰＣについては、利用希望者が特定の者に偏ら

ず等しく利用できるように配慮すること。 

C  就労関連図書は管理台帳により管理すること。また、就労関連図書は施設内閲覧の

みとするので、適正な管理を行うこと。 

（11）利用者アンケートの実施 

・就労準備相談者及び心としごとの相談者に対する相談利用アンケート、就労意識啓発業務

の利用に関するアンケートを実施すること。 

・アンケートの要望等に関しては、適宜、区担当者と相談し可能な限り改善に努めること。 

（12）危機管理体制 

 ・受託事業者は、利用者等から苦情・要望を受けたとき、または事故等のトラブルが発生 

したときは、危機管理体制のもと受託事業者が主体的に責任を持って対応すること。ま 
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た、その内容を速やかに区に報告すること。 

（13）オンライン会議サービス、動画配信サービスの利用について 

・４－（２）、（３）、（４）の業務について、オンライン会議サービス、動画配信サービス等

のインターネットを通じて映像・音声の配信を行うサービス（以下「オンライン会議サー

ビス等」という。）を活用する場合は、受託事業者は以下の点に留意すること。なお、以下

の内容を確認したことを証するため、資料６－２「オンライン会議サービス等事前チェッ

クリスト」を業務開始前に提出すること。 

① 業務に従事する担当者には、必要なセキュリティ教育を実施すること。 

② 活用機材（パソコンなど）には区が用意する最新のセキュリティソフトを導入する等、

業務の機密性に応じたセキュリティ対策を行うこと。 

③ 区が用意する通信の暗号化（SSL等）に対応したオンライン会議サービス等を用いるこ

と。 

④ 意図しない映り込みや音声の漏えいを避けるため、執務室など公衆の目に触れない場

所で行う等の配慮をすること。 

⑤ 録音・録画を行う必要がある場合は、事前にその必要性、用途等を区に対して説明し、

承諾を得ること。 

 

５ 業務報告について 

（１）日次報告 

  ・各業務の利用人数、相談業務の予約状況、利用状況等を原則翌営業日までに報告すること。 

（２）週次報告 

  ① 相談記録 

   ・受託事業者は、就労準備相談等及び心としごとの相談の相談記録を毎週取りまとめ、翌 

週までに区に報告すること。 

  ② 相談利用に関するアンケート 

   ・受託事業者は、相談者のアンケートを毎週取りまとめ、翌週までに区に報告すること。 

（３）月次報告 

① 運営計画 

・受託事業者は、以下の項目について毎月取りまとめ、当該月の 10 日前までに区に報告

すること。 

【勤務予定表、その他運営計画】 

② 運営状況報告 

・受託事業者は、以下の項目について毎月取りまとめ、翌月 10 日までに区に報告するこ

と。 

【利用者状況、就労準備相談・心としごとの相談実施報告、企業開拓実施報告、アン

ケート集計、その他運営状況】 

（４）年度報告、受託期間終了後報告 

・受託事業者は、毎年度の業務終了後速やかに当該年度の業務内容に関する総合的な事業報

告書を区に提出し、完了検査を受けること。 
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・受託事業者は、受託期間終了後速やかに業務内容に関する総合的な事業報告書を区に提出

し、完了検査を受けること。 

 

６ 業務履行の質の確保及び履行状況の評価について 

（１）受託事業者は、当該業務を実施するに当たり、業務の安定した履行を確保するため、様々

な観点から、質を高める取組を行うよう努めなければならない。 

（２）区は、毎年度２回「履行評価基準」に基づき、受託事業者の履行状況を評価する。（履行評

価基準・履行評価表は資料４のとおり） 

 

７ 個人情報保護に関する取組み等 

受託事業者は、業務遂行中に知り得た個人情報及び付随する事項について、いかなる理由が

あっても第三者に漏らしてはならない。また、個人情報保護法、杉並区個人情報保護条例、契

約書等に基づき、利用者等の個人情報の取扱いについては十分配慮し、適切な対応を行わなけ

ればならない。 

なお、受託事業者が職業紹介事業を業として行っている者の場合は、業務遂行中に知り得た

個人情報及びハローワークコーナーが保有する求人情報を本来の業務以外において利用して

はならない。（特記仕様書は資料５のとおり） 

 

８ 労働関係法令の遵守の確認 

（１）受託事業者は、従事者等の労働衛生及び安全管理に当たっては、労働安全衛生法その他関

係法令及び労働安全衛生に関連する官公署の通達等、労働関係法令を遵守すること。 

（２）本業務従事者の労働関係法令遵守を確認するため、受託事業者は、資料６－１「労働関係

法令遵守に関する報告書」を四半期ごと（原則として５・８・11・２月）に提出しなければ

ならない 

（３）前項の報告書を基に、区は、原則として２回以上事業者との面談の形式による確認を行う

ものとする。 

（４）区は、提出された報告書等に疑義がある場合、受託事業者に対して確認調査のための資料

の提出を求めるとともに、区職員及び社会保険労務士等による調査を行うことができるもの

とする。 

（５）障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和35年法律第123号）に基づく障害者雇用率以上の

身体障害者、知的障害者又は精神障害者を雇用すること。 

 

９ 受託期間終了に伴う引き継ぎ 

（１）受託事業者は、本業務の受託期間が終了するとき、又は、委託契約が取り消されたときに

は、次の受託事業者が円滑かつ支障なくセンターの運営業務を遂行できるよう引き継ぎを行

うこと。ただし、継続して受託事業者となった場合はこの限りではない。 

（２）受託事業者は、本業務の履行期間が終了するとき、又は、委託が取り消されたときには、

本委託に当たって区が貸与した設備、備品等を貸与したときの状態に復元して返還すること。

ただし、設備、備品等を適切に使用した上で、経年劣化により生じた変化は復元を要しない。 
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10 提出書類 

  受託事業者は、資料６に記載する資料を、区に提出すること。 

 

11 支払方法及び支払回数 

  支払内訳書に基づき、受託事業者の請求により支払う。支払は、毎月払いとする。 

 

12 その他 

（１）経費等に関する事項 

① 区が負担するもの 

・備品類（資料７のとおり） 

・通信費（電話料・ＦＡＸ電話料、インターネット利用料）、光熱水費（電気料、水道料等）、

コピー機保守委託費 

② 受託事業者が負担するもの 

・業務に必要な前項以外の消耗品、郵送料、セミナー等の開催に関する経費、訪問相談及

び企業開拓等に関する交通費、携帯電話の通信費 

（２）設備保守点検業務については、区が行うため、本業務には含まない。 

（３）ウェルファーム杉並１階のミーティング室の貸し出し業務を行うこと。 

（４）業務の遂行に当たっては、区と密接に連絡を取るとともに、この仕様書に定めのない事項

で疑義が生じたときは、速やかに区と協議の上、その指示に従うこと。 

（５）この仕様書に定めのないことで、本業務を行う上で区が特に必要と認めたことについては 

契約金額の範囲内で実施すること。 

 

13 参考資料 

 資料８ 杉並区就労支援センターの概要 

資料９ ハローワークコーナーの概要 
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資料２ 

 

本業務における「キャリアカウンセラー」について 

 

本業務における「キャリアカウンセラー」とは、キャリア・コンサルティング技能士、国家資格

キャリアコンサルタント、下記表の厚生労働大臣が指定する試験のいずれかに合格した者、又は同

等以上の能力及び経験を有すると認められる者でカウンセリングの実務経験豊富な者とする。 

 

（表）厚生労働大臣が指定する試験 

実施機関 住所 試験名 実施期間 

特定非営利活動法人アイシー

ディーエスキャリア・デザイ

ン・サポーターズ 

愛知県名古屋市天白区

焼山1-704-2 

ICDS委員会認定 ICDS

キャリア・コンサルタン

ト検定 

平成17年10月1日～ 

平成27年10月27日 

ＮＰＯ法人ＩＣＤＳ 愛知県名古屋市天白区

焼山1-704-2 

ICDS委員会認定 ICDS

キャリア・コンサルタン

ト検定 

平成27年10月28日～ 

平成28年3月31日 

株式会社エスジーケイ 岐阜県岐阜市福光西

1-2-12 

ICC委員会認定キャリ

ア・コンサルタント検定 

平成15年10月1日～ 

平成17年9月29日 

特定非営利活動法人 NPO生涯学

習 

東京都中野区中野

4-11-10 アーバンネッ

ト中野ビル 

NPO生涯学習キャリア・

コンサルタント検定 

平成14年11月25日～ 

平成17年4月25日 

特定非営利活動法人 

エヌピーオー生涯学習 

東京都中野区中野

4-11-10 アーバンネッ

ト中野ビル 

NPO生涯学習キャリア・

コンサルタント検定試

験 

平成18年4月1日～ 

平成28年3月31日 

財団法人関西カウンセリングセ

ンター 

大阪府大阪市北区西天

満2-6-8 堂島ビルヂン

グ5階 

財団法人関西カウンセ

リングセンターキャリ

ア・コンサルタント認定

試験 

平成15年4月１日～ 

平成26年3月31日 

公益財団法人関西カウンセリン

グセンター 

大阪府大阪市北区西天

満2-6-8 堂島ビルヂン

グ5階 

公益財団法人関西カウ

ンセリングセンター

キャリア･コンサルタン

ト認定試験 

平成26年4月1日～ 

平成28年3月31日 

特定非営利活動法人キャリアカ

ウンセリング協会 

東京都港区新橋1丁目18

番21号 

GCDF-Japan試験 平成15年10月1日～ 

平成28年3月31日 

財団法人社会経済生産性本部 東京都渋谷区渋谷3-1-1 財団法人社会経済生産

性本部認定キャリア・コ

ンサルタント資格試験 

平成14年11月25日～ 

平成21年3月31日 
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実施機関 住所 試験名 実施期間 

人材開発協会 東京都港区芝公園3-1-22 

秀和芝公園3丁目ビル 

人材開発協会キャリ

ア・カウンセラー認定試

験 

平成14年11月25日～ 

平成16年3月31日 

有限責任中間法人人材開発

協会 

東京都港区東新橋1-9-2汐

留住友ビル24階 

人材開発協会キャリ

ア・カウンセラー認定試

験 

平成16年4月1日～ 

平成17年8月30日 

株式会社テクノファ 神奈川県川崎市川崎区砂子

1丁目10番2号 ソシオ砂子

ビル9階 

株式会社テクノファ認

定キャリア・カウンセ

ラー（キャリア・コンサ

ルタント）能力評価試験 

平成16年4月1日～ 

平成28年3月31日 

テンプスタッフ・ドレーク・

ビーム・モリン株式会社 

東京都品川区大崎1-11-1 

ゲートシティ大崎ウエスト

タワー22階 

DBMマスター・キャリア

カウンセラー認定試験 

平成23年4月1日～ 

平成24年3月31日 

テンプスタッフキャリアコ

ンサルティング株式会社 

東京都港区芝5－33－1森永

プラザビル本館20 階 

TCCマスター・キャリア

カウンセラー認定試験 

平成24年4月1日～ 

平成28年3月31日 

特定非営利活動法人 

日本キャリア開発協会 

東京都中央区日本橋蛎殻町

2丁目14番5号 KDX浜町中ノ

橋ビル4階 

CDA資格認定試験 平成14年11月25日～ 

平成28年3月31日 

特定非営利活動法人 

日本キャリア・マネージメン

ト・カウンセラー協会 

東京都千代田区九段北1丁

目4番7号 悠山九段ビル5階 

日本キャリア・マネージ

メント・カウンセラー協

会認定キャリア・カウン

セラー資格試験 

平成15年4月1日～ 

平成22年2月28日 

特定非営利活動法人日本

キャリア・マネージメント・

カウンセラー協会 

東京都千代田区九段北1丁

目4番7号 悠山九段ビル5階 

日本キャリア・マネージ

メント・カウンセラー協

会認定キャリア・コンサ

ルタント資格試験 

平成22年3月1日～ 

平成28年3月31日  

社団法人日本産業カウンセ

ラー協会 

東京都港区芝公園1-7-6中

退金ビル別館3階 

キャリア・コンサルタン

ト試験 

平成14年11月25日～ 

平成25年3月31日 

一般社団法人日本産業カウ

ンセラー協会 

東京都港区新橋6-17-17御

成門センタービル6階 

キャリア・コンサルタン

ト試験 

平成25年4月１日～ 

平成28年3月31日 

財団法人日本生産性本部 東京都渋谷区渋谷3-1-1 財団法人日本生産性本

部認定キャリア・コンサ

ルタント資格試験 

平成21年4月1日～ 

平成22年2月28日 

公益財団法人日本生産性本

部 

東京都渋谷区渋谷3-1-1 公益財団法人日本生産

性本部認定キャリア・コ

ンサルタント資格試験 

平成22年3月1日～ 

平成28年3月31日 
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実施機関 住所 試験名 実施期間 

日本ドレーク・ビーム・モリ

ン株式会社 

東京都品川区大崎 1-11 -1 

ゲートシティ 大崎ウエス

トタワー 22 階 

DBMマスター・キャリア

カ ウンセラー認定試験 

平成14年11月25日～ 

平成23年3月31日 

      

株式会社ヒューマン・リソー

セス総合研究所 

東京都千代田区飯田橋

2-4-5 共立ビル 

HR総研認定キャリア・コ

ンサルタント能力評価

試験 

平成15年10月1日～ 

平成17年9月30日 

株式会社フルキャストHR総

研 

東京都千代田区飯田橋

2-4-5 共立ビル 

HR総研認定キャリア・コ

ンサルタント能力評価

試験 

平成17年10月1日～ 

平成19年8月12日 

株式会社リクルート 東京都中央区銀座8丁目4番

17号 

GCDF-Japan試験 平成14年11月25日～ 

平成15年12月22日 

 



資料３
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履 行 評 価 基 準 

平成１９年１０月２６日 

１９杉並第５１０６２号 

（目的） 

第１条 この基準は、杉並区（以下「区」という。）が委託する業務の履行状況 

の評価（以下「評価」という。）の実施に関し、必要な事項を定めることによ 

り、区が実施する公共サービスの質の維持・向上を図ることを目的とする。 

 

（評価の実施） 

第２条 評価は、区及び区から業務を受託した事業者（以下「事業者」という。） 

それぞれが実施するものとする。 

２ 評価は、的確かつ公正に実施しなければならない。 

３ 区の評価者は、区の契約担当者が指定する職員とし、評価は、複数の評価 

者で行うものとする。この場合において、必要と認めるときは、事業者に対 

するヒアリング、委託業務の履行場所への立入調査、アンケート調査その他 

利用者に対する調査又は第三者による評価を行うことができる。また、事業 

者の評価者は、事業者が指定する者とする。 

４ 委託契約期間中に評価者の変更があったときは、前任者の意見を聴き、評 

価を実施することができる。 

５ 評価は、区の契約担当者が指定した時期に実施するものとする。ただし、 

契約期間が複数年度にわたる場合は、契約締結日の属する年度の翌年度以降 

は、それぞれの年度ごとに区の契約担当者が指定した時期に実施するものと 

する。 

６ 前項の規定にかかわらず、区又は事業者が特に必要と認めた場合は、随時 

に評価を実施することができる。 

 

（履行評価表） 

第３条 履行評価表は、区が定めるものとし、評価の視点、評価項目、配点、 

評価の判断基準は、履行評価表に掲げるとおりとする。ただし、事業者は、 

 履行評価表の内容に異議があるときは、区と協議することができる。 

 

（評価結果の報告） 

第４条 事業者は、評価を実施したときは、その評価結果を速やかに区へ報告 

するものとする。 

２ 区は、評価を実施したときは、その評価結果を速やかに事業者へ報告する 

ものとする。 

３ 区又は事業者は、相手方の評価結果について、必要に応じて説明を求める 

ことができる。 

資料４ 
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（準用） 

第５条 指定管理者が行っている業務及びＰＦＩの手法を活用して行っている 

業務の評価については、この基準を準用して実施するものとする。 

 

（協議） 

第６条 この基準の条項の解釈について疑義が生じた場合又はこの基準に定め 

のない事項については、区及び事業者協議の上定めるものとする。 

 

  附 則 

 この基準は、平成１９年１１月１日から施行する。 



ムーズな受付ができている。

求人情報提供や職業紹介が効果的に行われている。

また、必要に応じて、心としごと相談員は就労準備相談員へ助言している。

・それぞれの状況に応じた支援機関へ適切に誘導できている。

( ×４＋ ×３＋ ×２＋ ×０　）÷ ( ×４ ）×１００＝

・提案書にあるセミナーをはじめとする支援プログラムを確実に実施し、効果をあげている。。

区・都等の就労支援サービスを深く把握したうえで業務にあたり、適切に助言できている。

ａ

企業開拓業務が円滑に実施され、求人開拓や企業との連携が図られ、相談の中での職業紹介

すぎトレ・くらサポとの連携が円滑に行われている。

利用者アンケートを実施し、積極的に利用者ニーズに合った業務改善に取り組んでいる。

に繋がっている。

利用者に対して、わかりやすい言葉で的確に答え、求めに応じ資料の提供を行っている。5-2

4-8

4-9

3
受
付
業
務

5-3

2-3

センターの利用方法や就労支援に関する問合せ等、総合的な案内を分かりやすく丁寧に行っている。

就労相談利用希望者に利用方法・個人情報の取扱の説明や、就労に関するヒアリング等ス

ハローワークコーナー利用希望者に手順に沿った応対ができている。

4-1

4-6

3-1

土曜日の運営（相談業務・セミナー等）が効果的に行われている。

相談者の就労決定後の就労状況を把握し、積極的に就労の定着支援を行っている。

・個人情報に係る外部委託契約の委託条件に定めた事項が遵守されている。

センターの利用促進を図るため、自社が有する媒体やネットワークを含む様々なPR媒

就労活動を効果的に行うためのノウハウ等を体得するため、各種就労支援セミナー等を実施し、効果をあげている。

ステップアッププログラムに基づいた、きめ細かなカウンセリングを適正回数行い成果を上げている。

4-5

体を活用し積極的かつ継続的にPRに取り組んでいる。

提出された書類に、未記載、誤りなどがなく、必要な事項が適切に記載されている。

責任者及び従事者は、ハローワーク職員、区職員と綿密に連携をとり、業務を遂行している。

責任者及び従事者は業務の遂行に必要な知識と経験を有している。

各室内の整理整頓を心がけ、日常的な清掃が行われ、常に美化に努めている。

4-4

【当初】従事者名簿、相談員等の経歴書、資格確認書、運営マニュアル等
【毎月】勤務予定表、運営計画、各種報告、請求書、完了届兼検査請求書
【随時】労働関係法令遵守に関する報告書、履行評価表、研修報告

就労準備相談員と心としごと相談員は密接に連携しながら、心としごと相談業務が効果的に行われている。

収集した個人情報の管理及び情報セキュリティ対策が適切に行われている。2-4

・就労阻害要因を有する者や長期失業者、精神障害者等にも対応できるプログラムになっている。

1-2

3-2

3-3

2-5

2
業
務
管
理
体
制

2-2

履 行 場 所

良好

基
礎
評
価

契約期間

評価日

評価者

杉並区就労支援センター若者就労支援コーナー運営業務委託

受 託 業 者 名

就労支援センター若者就労支援コーナー

履行評価表

1-1

※記入にあたっては裏面の記載要領を参照

業務委託件名 契 約 番 号

契 約 日

　

　　　　　　　　点

2-1

不備
やや
不備

評価項目

評
価
点

-                       契 約 金 額

令和   　　　 年　　　　　月  　　　　 日

概ね
良好

1
提
出
書
類

各届出書類や報告書が、指定期日までに提出されている。

評価対象
総項目数

概ね
良好良好 不備

4-3

計

5-1

4-7

やや
不備

4
就
労
相
談
業
務
等

5
利
用
者
の
満
足
度

・必要に応じ、ケース会議等を実施するなど積極的に相談者のサポートをしている。

4-2 相談の中で、相談者が求職活動の力を得てハローワークコーナーへ引き継ぐまたは、

従事者は名札を着用し、積極的に挨拶や声かけを行い、親しみのある環境作りに取り組んでいる。

28



× 5 ＝

成果目標を達成することができなかった。

利用者から、従事者の業務内容などに対して、苦情がたびたびある。

× 5 ＝

記　載　に　あ　た　っ　て

各評価欄は、各評価項目の何れかの□内に１を記入する。ただし、２倍評価は２を、３倍評価は３を記入する。

各評価欄の計は、少数点第１位以下を四捨五入する。

各評価の判断基準は、下記による。

・「良好」とは、業務が仕様書どおり遂行され、かつ、区が要求している業務の質が全体的に確保されている場合をいう。

・「概ね良好」とは、業務が仕様書どおり遂行され、かつ、区が要求している業務の質が概ね確保されている場合をいう。

・「不備」とは、業務が仕様書どおりに遂行されていない場合をいう。

評価点基準は、基礎評価、加点・減点評価の合計により次のとおりとする。

6-1 成果目標を達成することができた。

相談終了後の利用者アンケートで、総合的な評価が高かった。(良好９０％以上）

6-3

４９点以下

その他（理由：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

ａ

計

6

や や不 良 不 良

加点評価は、質の評価において優れたものついてのみ評価するものとし、□内に１を記入する。その他欄は、その
理由を（）内に具体的に記入すること。

減点評価は、履行状況の評価や質の評価において、特に重要な事項に不備があった場合についてのみ評価する
ものとし、□内に１を記入する。その他欄は、その理由を（）内に具体的に記入すること。

4

９５点以上 ９４～８０点

5

普 通優 良

７９～６０点 ５９～５０点

6-2

2

相談終了後の利用者アンケートで、総合的な評価が低かった。(不良５０％以下）

良 好

その他（理由：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）7-4

＋ -

ｂ

＝

・「やや不備」とは、業務は仕様書どおり遂行されているが、区が要求している業務の質が確保されているとまでは
いえない場合をいう。

3

ｃ

7
減
点
評
価

1

7-3

合
計

計

6
加
点
評
価

7-2

合計点

ｃ

ｂ

7-1

29
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個人情報に係る外部委託契約の特記仕様書 

個人情報に係る業務を受託した事業者（以下「受託者」という。）は、その業務

を行うに当たり、別に区の指示ある場合を除き、次の事項を遵守しなければならな

い。 

         

１ 個人情報の適切な管理 

受託者は、個人情報を取り扱う業務を履行するときは、個人情報の漏えい、

紛失、破壞又は改ざん等の事故防止その他の個人情報を適切に管理するため、

以下の措置を講じなければならない。 

① 情報管理責任者の選任等、情報の管理体制を整備すること。 

② 情報管理台帳を作成すること 

③ 情報を記録した紙及び電磁的記録媒体（USBメモリ、CD、DVD等（PC等のハ

ードディスクを含む））は、盗難対策（施錠管理）その他情報漏えい等の

事件・事故を防止するためのセキュリティ対策を講じること。 

④ コンピュータを使用する場合には、パスワード使用等のセキュリティ対策 

を講じること。 

⑤ 個人情報を保管している事業所から個人情報を持ち出す場合には、盗難･紛

失防止に努めること。また、個人情報を持ち出す場合には、事前に区の承

認を得ること。 

⑥ 従事者に対して個人情報保護に関する研修及び指導を行うこと。 

⑦ 受託者は、本特記仕様書の遵守状況について区が求めるときには、報告を

行うこと。 

⑧ 契約締結後10日以内に下記を定め、提出すること。  

1) 情報管理体制表 

情報管理責任者及び従事者の役職名・氏名及び情報管理体制における役 

割を明記すること。  

2) 研修計画 

個人情報に関する必要な研修の計画について具体的に記載すること。 

⑨ 研修を実施したときは、研修実施後速やかにその旨を書面により区に届け

出ること。  

 

２ 秘密の保持 

受託者若しくは受託者であった者又は受託業務に従事している者若しくは従

事していた者は、その業務に関して知り得た個人情報の内容をみだりに他人に

知らせ、又は不当な目的に利用してはならない。 

 

資料５ 



31 

 

３ 再委託の禁止 

受託者は、個人情報を取り扱う業務の全部又は一部を第三者に委託し、又は

請け負わせてはならない。ただし、事前に文書により区の承認を受けた場合は

その一部に限り再委託をすることができる。 

 

４ 目的外の使用の禁止 

受託者は、受託義務を履行するために区から引き渡された個人情報及び受託

業務履行のために自らが収集した個人情報をその目的の範囲内において使用し

なければならない。 

 

５ 第三者への提供の禁止 

受託者は、受託業務を履行するために区から引き渡された個人情報及び受託

業務履行のために自らが収集した個人情報を第三者に提供してはならない。た

だし、区が個人情報の第三者への提供を前提として委託する業務で、本人同意

がある場合、個人情報を第三者に提供することができる。 

 

６ 複写及び複製の禁止 

受託者は、個人情報の複写・複製を区から委託された場合及び区から文書に

よる複写・複製の承認があった場合を除き、個人情報の複写及び複製を行って

はならない。受託した業務のための複写･複製であっても情報管理責任者の管理

の下で複写･複製しなければならない。 

また、情報管理責任者は、その返還又は廃棄を確認しなければならない。 

 

７ 個人情報の返還・廃棄 

受託者は、受託した業務で収集・使用した個人情報は、速やかに区に返還し

なければならない。ただし、区から個人情報の廃棄の指示があった場合は、速

やかに廃棄しなければならない。 

 

８ 個人情報の取扱いに関する立入調査 

区は、個人情報を保護するために必要があると認めるときは、受託者が業務

を行う事務所、作業所等に立入り、個人情報の管理状況等について調査するこ

とができる。この場合において、受託者が個人情報保護法に基づく規定を定め

ているときは、その規定を尊重し、立入調査を実施する。 

 

９ 事故発生時の報告 

受託者は、受託した業務で使用している個人情報の紛失等の事故が発生した

場合は、速やかに区に報告するとともに、情報管理体制を活用し、最善の方策
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を講じなければならない。 

 

10 法令及び杉並区の条例遵守 

受託者は、杉並区個人情報保護条例を遵守するとともに、個人情報保護法等

の関係法令を遵守し、個人情報を取り扱う業務を適正に履行しなければならな

い。 
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提出書類一覧表 

 

１ 契約締結後速やかに提出するもの 

(1)組織体制図及び 統括責任者・業務従事者名簿 ※異動がある場合も速やかに提出すること。 

(2)実務経験の経歴書 

(3)キャリアカウンセラー及び臨床心理士の資格がわかるものの写し 

(4)緊急連絡体制 

(5)業務運用フロー 

(6)勤務ローテーション 

(7)鍵預かり証 

(8)危機管理体制 

(9)個人情報に係る外部委託契約の特記仕様に定めのあるもの 

※上記(1)～(8)の提出書類の内容変更があった場合は、再提出すること。 

 

２ 毎日提出するもの 

各業務の利用人数、相談業務の予約状況、利用状況等を原則翌営業日までに報告すること。 

 

３ 毎週提出するもの 

(1)相談記録 

(2)相談利用に関するアンケート 

 

４ 毎月提出するもの 

(1)運営計画（前月 10日前までに提出すること。） 

【勤務予定表、その他運営計画】 

(2)運営状況報告（翌月の 10日まで提出すること。） 

【利用者状況、就労準備相談・心としごとの相談実施報告書、企業開拓実施報告書、アンケー 

ト集計、その他運営状況】 

 

５ 随時提出するもの 

(1)労働関係法令遵守に関する報告書（資料６-１）（５・８・11・２月に提出すること） 

(2)履行評価表（７・11月に提出すること。） 

(3)研修計画及び研修報告 

(4)オンライン会議サービス等事前チェックリスト（資料６-２） 

 

６ 毎年度提出するもの 

業務内容に関する総合的な事業報告書（毎年度の業務終了後速やかに提出すること。） 

 

７ 受託期間終了後提出するもの 

業務内容に関する総合的な事業報告書（受託期間終了後速やかに提出すること。） 

 

資料６ 



　　令和　　年　　月　　日

　　杉　並　区　長　　あて

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　法人名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名 ㊞

　　　　　　　労働関係法令遵守に関する報告書

報告します。

記

　１　件　　名

　２　契約番号

　３　契約年月日 　令和　　年　　月　　日

　４　履行期間 　令和　　年　　月　　日から令和　　年　　月　　日まで

　杉並区と契約を締結している以下の業務に関する標記の件について、別紙のとおり

資料６-１
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<報　　告　　項　　目>

本業務の従事者に対して適正な雇用契約を締結している。

労働条件は関係法令に照らして適正であり、従業員にも明示している。

　

給料（給与、各種手当を含む）は、定められた支給日に支給している。
給
与
計
算

最
低
賃
金
額

給料（給与、各種手当を含む）は、所定の計算により定められた期間分を支給している。

給与支給日　　　　毎月　　　　　        　日

<報告項目に係る特記事項>

労
務
環
境
の
分
野
別

　　賃金額　　　　時間額　　　　　        　円　（法定最低賃金額　　　　　　　　　　　円）

※日給、月給などの場合は東京都労働局ホームページの比較方法に基づき計算して時間額を記載してください。
※従事者が複数の場合は従事者のうち最も低い者について記載してください。
※「鉄鋼業」「はん用機械器具、生産用機械器具製造業」「自動車・同付属品製造業、電気機械器具、情報通信機械器具、
時計・同部品、眼鏡製造業」など特定（産業別）最低賃金の適用をうける場合はその旨記載してください。

5

1

いいえ

最低賃金法に定める賃金額以上の賃金を支給している。

はい

雇
用
契
約

3

2

4

　

報　　　告　　　内　　　容

就業規則・雇用条件明示方法（○で示す）　　　　　　　　 書面　・　口頭　・　両方を併用

<報告項目に係る特記事項>

6 必要な帳簿を備え、労務管理（出勤管理、休暇・休日付与・取得）を確実に行っている。
労
働
時
間
管
理

<報告項目に係る特記事項>

出勤簿等保管場所・責任者　　場　　　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ああ

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　責任者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ああ

<報告項目に係る特記事項>

報 告 年 月 日 　令和   　 年　　　月　　　 日　（第　　　四半期分）

区 確 認 課

本契約に従事
し て い る 者

　合計　　　　　　　人　　○正社員　　　　 　人
　　○パート 　　　　 　人　（内　今回新規雇用人数　　　　　　　人）
　　　　（内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　　○その他　　　　　　　 人
※専ら本契約のためにのみ雇用している者について記入してください。
※人材派遣の場合は、「その他」に人材派遣である旨及び人数を記載し、人材派遣契約書等の写しを添付してくださ
い。

【　労働関係法令遵守に関する報告書　別紙　】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

契 約 件 名

受 託 者 名 契約 番号
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【区記入欄】
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<確　　認　　項　　目>

本業務に従事する担当者にセキュリティ教育を実施している。

また、公衆無線LAN等のセキュリティが確保されていないネットワークを使用しない。

本業務で用いるオンライン会議サービスは、通信が暗号化（ＳＳＬ等）されている。

本業務でオンライン会議サービスを使用する時は、執務室など公衆の目

に触れない場所で行う。

情報の用途」を事前に説明する。

　

37

会議参加者以外）に漏れないように配慮している。

産業振興センター事業担当課長　宛

 杉並区と締結している以下の契約において、オンライン会議サービス等を活用した業務（以下「本業
務」という。）を実施するにあたり、事前確認事項について報告いたします。

3 オンライン会議等の「会議ID」「会議パスワード」は、第三者（会議主催者及び

契 約 番 号

　  などを管理する個人情報・機微情報を扱うパソコン等

※1：事業者がオンライン会議等に使用するパソコン及び利用者情報・電子メール

本業務で用いる機材（※1）には最新のセキュリティソフトを導入している。

　令和　　 年　　 月　　 日

録音・録画を行う場合は、参加者に「録音・録画を行うこと」「録音・録画した8

報告者氏名

契約年月日

6

7 録音・録画を行うことについて、事前に杉並区の承諾を得ている。

映ることがないように配慮している。

【以下は、録音・録画を行う必要がある場合のみ】

本業務実施の際は、画面上に他者の姿・音声、個人情報を含む情報が背景に

【区記入欄】

1

【オンライン会議サービス等事前チェックリスト　】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

4

5

いいえはい

2

事　前　確　認　事　項

契 約 件 名

受 託 者 名

報告年月日

教育内容の概要は以下の通り。

　令和　　　年　　　月　　　日

資料６-２
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備品等一覧                           資料７ 
若者就労支援コーナー 

ハイカウンター 受付用（若者就労支援コーナー、ハローワー

クコーナー） 

２台 

椅子 受付員用 ２脚 

コーナーカウンター  １台 

ローカウンター  １台 

椅子 ローカウンター用  ２脚 

机 簡易相談ブース用  １台 

椅子 簡易相談ブース用  ２脚 

衝立 簡易相談ブース用  ３台 

机 待合用  ６台 

椅子 待合用 １２脚 

机 資料用 ２台 

掲示板 企業 PRコーナー用    １式 

コルクボード 大３（求人用） 小２（セミナー用） ５枚 

書架 資料コーナー用 １式 

電話機● 多機能２（内１コードレス） ２台 

パソコン★※ 利用者登録データ入力用（受付） １台 

インターネットパソコン※ 利用者用 ３台 

液晶モニター インターネットパソコン用 ２台 

応募書類作成パソコン※  利用者用  ３台 

パソコン机 デスクパネル一式含む ４台 

プリンター 利用者パソコン用 ４台 

椅子 利用者パソコン用 ６脚 

コピー機ＦＡＸ兼用 ハローワークと共用 １台 

椅子 待合用 ６脚 

カウンターワゴン 受付用 １台 

卓上発信器  １個 

パネルヒーター 受付用 １台 

セラミックヒーター 受付用 １台 

パンフレットスタンド  ６台 

カタログスタンド ２段 求人広告用 ２０個 

受付機 ハローワーク受付用 ２台 

業務用掃除機 日常清掃用、ハローワークと共用 １台 

加湿器  ２台 

車椅子  １台 

時計 掛時計 ２個 

案内板  ２台 

温湿度計  １個 

扇風機  ２台 

ヘルメット 防災用 ２個 

老眼鏡 若者就労支援コーナー用・ハローワーク

コーナー用 

２個 

     この他に、ハローワークコーナー部分には東京労働局が用意するハローワークコー

ナー専用備品が設置される。 
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若者就労支援コーナー・個別相談室 

机 個別相談用 ４台 

椅子 相談員用 ２脚 

椅子 相談者用 ２脚 

丸椅子  ２脚 

電話機● 多機能  ２台 

袖机 相談関係書類収納用 ２台 

パソコン★※ 相談記録入力用 ２台 

インターネットパソコン※ 業務に必要なインターネット及びメール用 ２台 

液晶モニター インターネットパソコン用  ２台 

プリンター 上記パソコンに対応したプリンター ２台 

加湿器  ２台 

扇風機  ２台 

ＣＤラジカセ  ２台 

時計 掛け時計 ２個 

卓上発信器  ２個 

カラーボックス プリンター台 ２台 

収納バスケット 相談者用 ２個 

ヘルメット 防災用 ２個 

ゴミ箱  ２個 

 

若者就労支援コーナー・事務室 

事務机 従事者用 ６台 

事務椅子 従事者用 ６脚 

文書キャビネット 本業務関係資料収納用（１台は４Ｆ倉庫） ４台 

ロッカー 従事者用（８人用）  １台 

ハンガーラック 従事者用 １台 

電話機● 多機能（停電機能付）１、多機能３（内コー

ドレス１） 

４台 

電話機台  １個 

パソコン★※ 業務管理用 １台 

パソコン★※ 業務管理用（セミナー用として購入したもの） １台 

パソコン★※ 業務管理用                                                １台 

パソコン※ 業務に必要なインターネット及びメール用

（セミナー資料作成等） 

１台 

インターネットパソコン※ 業務に必要なインターネット及びメール用 １台 

企業開拓員用パソコン※ 業務に必要なインターネット及びメール用 １台 

ＳＮＳ用パソコン 業務に必要なインターネット及びメール用 １台 

タブレットパソコン オンライン用 １台 

カラープリンター 上記パソコンに対応したプリンター １台 

モノクロ複合機 Ａ４ １台 

シュレッダー 事務用 １台 

補助棚 事務机の下用 ５台 

傘立て 従事者用 １台 

プリンター台 大１ 小２ ３台 

サーバー  １台 
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机 打合せ用 ２台 

椅子 打合せ用  ４脚 

キーボックス  ２個 

時計  １個 

デジタルカメラ 企業開拓員用 １台 

ヘルメット 災害用 ５個 

扇風機  １台 

加湿器  １台 

ビーポップ  １台 

テプラ  １個 

脚立  １台 

ゴミ箱  １個 

 

セミナー室 

机 受講者用 １２台 

椅子 受講者用 ２５脚 

机 講師用 １台 

椅子 講師用 １脚 

キャビネット 引き違い  ２台 

ホワイトボード セミナー用 １台 

姿見 セミナー用 １台 

プロジェクター セミナー用 １個 

プロジェクタースタンド セミナー用 １台 

案内板 セミナー用 １個 

パソコン セミナー用 １５台 

傘立て  １個 

扇風機  １台 

加湿器  １台 

テレビ  １台 

テレビ台  １台 

時計 掛時計 １個 

ゴミ箱  １個 

 

● 電話機は、電話回線網一式含む。 

★ 利用者登録入力・相談記録入力・業務管理パソコン計４台は、簡易ＬＡＮを構成し、

データを共有できる環境を区が実現する。 

※ セキュリティの観点から、利用者登録データ入力・相談記録入力・業務管理・応募

書類作成を行うパソコンにはインターネット接続を行わないこととしているため、受

付・相談記録・業務管理・応募書類作成用パソコンとインターネットパソコンは別々

に用意する。  



　 　 

　 

　

　　

杉並区就労支援センターの概要

STEP2
就労準備相談・職業紹介

～具体的な活動へ向けて～

STEP１－２

心としごとの相談(月２回)

～一歩の踏み出しへ向けて～

若者就労支援コーナー（すぎＪＯＢ）・ハローワークコーナー

STEP１－１
就労準備相談

～これからの活動へ向けて～
○各相談者の状況に応じたきめ細やかな相談
○就労へ向けてのステップアッププログラム
○担当者制による伴走型支援

○就労への動機付け、不安・悩み解消
○医療が必要な場合の振り分け

○自己理解
を深める
（自己診断、
自己理解）

○求人を探す
適職診断
求人票の見方・選び方

○応募の方法
面接方法
書類の作成・提出方法

○仕事理解
を深める
（仕事理解
の促進、適
職相談）

働
く
た
め
の
土
台
づ
く
り

○初回カウ
ンセリング
活動のすす
め方

職業訓練
専門学校

○セミナー等の開催

各種支援機関との連携
生活自立支援窓口・ワークサポート杉並・保健センター・福祉事務所

若者就労支援機関等

○セミナー等の開催

STEP１－4 就労準備訓練

○働く自信をつけるために、区内事業
所などでの支援付きの就労体験を通じ、
職場でのコミュニケーションの取り方・
苦手場面への対応方法・悩みの解消の
仕方・決められた仕事をこなすなど、実
践の場面で経験をつみ就職活動ができ
るよう支援する訓練

STEP１－３ 社会適応力訓練
○働くための土台を作るために、ワーク
ショップや社会体験活動に支援員ととも
に取り組む訓練。
①決まった日時に通える生活リズム改
善
②まわりに配慮できる対人コミュニケー
ションアップ
③働くことができる基礎体力アップ
④社会体験を通して社会性を高めるな
どの訓練

UP

UP

STEP４
定着支援

○就労後の相談

IN

民間の職業紹介等

ハローワークの対象者

●全年齢 IN

ジョブトレーニングコーナー
（すぎトレ）

IN

若者就労支援コーナー

（すぎＪＯＢ）の対象者

●就労支援を希望する34
歳以下の若者とその他、
就労を希望する35歳以上
の者

＜既卒者＞
○求職中・就労準備中
(転職希望者・就職未

経験者・長期失業者・
ニート・ひきこもり経験者

など)
○派遣・アルバイトなどか

ら正社員へ転職活動中
○生活保護受給者
○障害者など
＜新卒者など＞

就労

STEP3
職業相談・紹介
(ハローワーク)
～就労活動～

UP

○求人情報提供
求人情報閲覧端末

○職業紹介・職業相談
（紹介状の発行）

○面接会の実施

UP

ジョブトレーニングコーナー
(すぎトレ)の対象者

●原則15歳から49歳 資
料
８

4
1
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資料９ 

 

（参考）ハローワークコーナーの概要 

（１）体制 

▲ 統括責任者      １名 常駐 

▲ 職業相談員      ４名 常駐 

 

（２）主な業務 

○連絡調整（統括責任者） 

・区と厚生労働省東京労働局及びハローワーク新宿との協定に基づき実施する「杉並区就労

支援センターにおける一体的就労支援事業」に係る区及び東京労働局・ハローワーク新宿

との連絡調整 

○求人情報提供 

   ・求人情報閲覧端末の設置（７台）及び管理 

○職業相談・職業紹介 

   ・職業紹介端末の設置（４台）、職業相談員による職業相談・職業紹介（紹介状の発行） 

○応募書類の書き方や面接アドバイスの実施 

○職業訓練の情報提供 

○区・ハローワーク共同就労支援事業の実施 
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別紙２ 

提 出 書 類 一 覧 

正本１部 副本６部 提出 

No 提出書類 
提出欄 

提出したものに「○」 

区 

確認欄 

１ 誓約書【様式２】   

２ 事業概要、会社案内等【様式３】 
  

３ 
財務諸表等（直近３年分） 

（貸借対照表、損益計算書、活動計算書等） 

  

４ 
同種・類似業務の実績一覧(発注者名、業務内容、金額、

契約期間、事業の成果等) 

  

５ 
企画提案書【様式４】 

委託見積書（積算内訳を含む） 

  

６ 

納税証明書 

（※いずれも直近３年度分、３か月以内に発行したもの） 

・法人事業税及び地方法人特別税 

・法人税（納税証明書その１） 

・消費税及び地方消費税（納税証明書その１） 

  

７ 

障害者の雇用の促進等に関する法律に基づく一般事業主

に係る直近の障害者雇用状況報告書（障害者の雇用の促

進等に関する法律施行令及び障害者の雇用の促進等に関

する法律施行規則の規定に基づき厚生労働大臣が定める

様式（昭和 51年告示第 112号）第６号（様式 35）又は

第６号の２(1)及び(2)（様式 36及び 37））の写し 

  

８ 

高年齢者等の雇用の安定等に関する法律に基づく直近の

高年齢者雇用状況報告書（高年齢者等の雇用の安定等に

関する法律施行規則様式第２号）の写し 

  

【注意事項】 

① No.１～８の書類を製本（ファイル等で綴じる）してください。提出書類は、 

A４サイズを基本とし、全ての書類に通しページ番号を付けてください。 

② 提出部数は正本１部・副本６部です。 

③ 副本については、添付した表紙を除き、参加者が特定できるような名称、ロゴ

マーク等は使用しないでください。 

④ 委託見積書は任意様式とします。宛名は「杉並区産業振興センター所長」宛に

してください。 

⑤ No.６の納税証明書について 

  杉並区競争入札参加資格者名簿に登録されている場合は、提出不要です。 


